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1.ま え が き
1968年に 政府の国有化産業 に対す る 監督の問題 をめ ぐって イギ リスで始
め て体系的な調査研究報 告書が出版 された。FiptstRePortFromthe5'electの
Committeeon1>ationalise41naustries,Session1967-68,MinisteriαlCont701
()ftheNationalise41n4ustries,Vol.III(VolumeIReportandProceedings
oftheCommittee,pagev十235,VolumeIIMinutesofEvidence,page
v十730,VolumeIIIAppendicesto'theMinutesofEvidence,pageiv
+267)371-1・が これであ る。 この報 告 書 は 国有化産業調査委員会(THE
SELECTCOMMITTEEONNATIONALISEDINDUSTRIES)が作成 した
ものであ る。 この調査委員会は議会 に よって法律に基づ き形成 された もので
あ って,国 有化産業に関 してす でに数種の調査研究報告書 をつ くって提 出 し
ているものであ るが,今 回は政府 の国有化産業 に対す る監督の問題 を真正面
か ら取 り上げ た。
この 報告書 の 特徴 は3つ あ る。 第 一 には 『国有化産業 省』(Ministryof
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theNationalisedIndustries)設置の提唱であり,第二には従来には見 られ
なかった程,国 有化産業の価格政策 ・投資政策の問題を詳細にとりあげて,
これ ら経済面の政策に対 して政府の監督がいかにあるべきかを検討 している
ことであ り,第三には本書のもつ資料的価値である。特にこの第三の点につ
いていえば,第1,第 皿,第 皿1巻全巻を合計す ると1,300頁にも及ぶ とい う
彪大なものであ るので,国 有化産業の監督 とい う問題のみでな く国有化産業
全般についての有益な資料 と云える。
本論文の主要 目的は上述の3つ の特徴の うちの第一 と第二の特徴 とが如何
なる内的関連を 持 っているか,す なわち 本委員会が 提唱す る 『国有化産業
省』の 設立 とい う提案が,第 二の価格政策 ・投資政策の 重視 ということと
いかに 結びついているかを,本 報告に 即 して 詳細に検討す ることにある。
この 『国有化産業省』の設立そのものは実現 されず見送 られているし,ま た
この提案そのものに対 しては反対の意見が多 く,従 って必ず しも評判が よく
は無か ったが,し か し一体 どんな根拠でこの委員会はこのようなr国 有化産
業省』を提唱する気になったのであろうか,そ の根拠を求め ることは,イ ギ
リス国有化産業の理解には有益であろ うと思われる6こ の第一の特徴と第二
の特徴 とは国有化産業の 「能率」をいかに して確保するか とい う根 本問題を
中心 として展開されていると考え られ る。
2.大 臣 の監督 の 目的
法律は関係大臣の国有化産業に対す る監督が次の2つ の目的を実現ナるた
めに行なわれ るとしている。第1の 目的は公益(Publicinterest)の実現で
あ り,第2の 目的は国有化産業の能率の向上である。第1の 公益の実現の具
体例 として,本 報告書が挙げているものとして次のものがある。それは例え
ば独占力を行使 しないこと,地域全体の発展を考慮す ること,狭 い財務的 目
標追求のためにやや もすれば無視され るが如き企業の社会的責任を考慮す る
こと(道路混雑の防止 ・地域の失業防止のために採算のとれない炭磯をも閉
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鎖せず援助す る等),国 有産業間の調整,国 際収支に対す る配慮等である。
第2の 目的である国有化産業の能率の向上について,本 書では大臣の国有化
産業に対する関係を,民 間銀行の私企業に対す る関係になぞ らえ,資 金調達
(2)
上の責任を強調 しているが,M.シ ャープ教授は第1の 目的つ まり公益の追
求 との関連で,国 有化産業の能率に殊更に関心をもたなけれぽな らぬ理由を
更に次の如 く述 べている。すなわち第1の 目的の実現すなわち能率の維持に
はさまざまな 私企業にはみ られない 負担を 国有化産業は 背負わねばならぬ
が,こ の負担が国有産業の非能率をか くす理由に用いられやすい危険がある
ことで,典 型的な例は採算の合わない地方路線の経営を,地 方経済の発展の
ために,維 持 しなければな らぬ鉄道の場合である。またシャープ教授は国有
企業には,私 企業社会の間で存在す る適者生存の法則が国有産業の場合には
作用 しない とい うこと,日本で云われる 「親方 日の丸」の危険を指摘 してい
ゆ
る。 総 じて1960年 代 に は 国 有 化 産 業 を 資 源 の 最 適 配 合 の 見 地 か ら考 え よ う
とす る 傾 向 が 強 ま り,第1の 目的 た る公 益 の 実 現 が 背 後 に 退 い た と い う感 じ
が 強 い 。 更 に1970年 代 に 入 る と,ま た 新 しい 要 素 が 加 わ っ て 来 た 。 す な わ
ち イ ン フ レ ー シ ョン 下 に お け る経 営 を ど うす る か で あ り,特 に 石 油 シ ョ ッ ク
以 降 は この 問 題 が 深 刻 で あ る。 す な わ ち イ ン フ レ下 に お け る 国 有 産 業 の 大 幅
な 赤 字 を ど う埋 め るか,ま た 赤 字 経 営 の た め に 非 能 率 が 隠 さ れ て しま う危 険
が 一 層 大 き くな る の で は な い か と い う危 惧 が そ れ で あ る。
い ず れ に して も社 会 的 責 務 を 負 わ さ れ る が 故 に,殊 更 に 国 有 化 産 業 の 能 率
に つ い て は 配 慮 せ ね ば な らぬ とい う点 が 強 調 され て い る 点,我 々 も イ ギ リス
か ら学 ば ね ば な らぬ こ とで あ ろ う。
さ て こ の2つ の 目標 を 実 現 す る た め に 国 有 化 産 業 と政 府 とは 何 を す べ き で
あ る か?こ の 問 い に 対 す る委 員 会 の 基 本 方 針 は 次 の3つ の 項 目に 明 らか で
(1)HMSO,FirstRe少ortfromtheSeleetCommitteeonNationalisedTndustries,
MinisterialContvoloftheNatiovaalisedTndustries,VolumeI,Reportand
ProceedingsoftheCommi七七ee,371-1,London,Para.61.
(2)op.cit.,Para.70.
(3)M.Sharp,TheState,theEnterprisean4thelndividual(Weidenfeld&
Nicolson,London,1973)p.200.
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ある。以下は この3項 目の要約でるる。 ここで大臣 とは当該国有化産業の監
督責任を もつ 政府の最高意志決定者である。 『139節大臣は国有化産業が
追求すべき基本政策を決定 しなければならぬ。換言すれば大臣は国有化産業
が提供すべき財またはサービスの全体の大きさ,予 備の生産能力,そ して財
又はサービスが提供 され るべき地域を決定すべきである。140節 大臣は国
有化産業の活動に対 して経済的指標を与えること。換言すれば大臣は国有化
産業に対 して出来 る限 りその価格政策 ・投資政策については共通の基準に則
して行動させ るように し,国有化産業が一定の財務的ならびに経済的 目標を
達成するように指導す ることである。 このような権能を大臣がふるうことに
よって始めて,国 有化産業の財政 もまた国民経済の求めるものと一致 し,ま
た国有化産業部門と他の公共支出部門との間での資源配分が最適 とな り,更
には公共部門と私的部門 との間での投資配分がバランス良く保たれることに
なる。141節 もし国有化産業が,社 会的公共的責任のために商業的採算を
犠牲に しなければな らぬ 時には,大 臣は それについては 補償をすべ きであ
る。大臣はかかる社会的責任を実行することに伴 う社会的費用と社会的利益
とを計算すべきであ り,そ してその補償を行な うことが出来る特別の権限が
くの
大臣に与え られねばな らぬ。』
このような理論に対 して現実はどうであったのであろ うか?
3.過 去 の在 り方 に対 す る批 判
過去における 大臣の国有化産業に 対す る監督は,本 報告書にもとつく限
り,甚 だ不充分なものであ り,混乱 したものであった。
国有化産業に対する大臣の監督は,法 律にあ らわれている限 り,極 めて抽
くの
象 的 ・形 式 的 で あ っ て し か も そ の 内 容 そ れ 自 体 が 僅 か で あ る 。 そ れ だ け で な
(4)HMSO,Fi・rstRepoγtfromtheSelectCommittθeonNationaliged∫ndustries,
Vol.1.Para.139-141.t
(5)大臣 の 国 有 産 業 に対 す る監 督 に お い て各 産 業 に 共 通 して見 られ る事 項 は 次 の も
ので あ る.
1.委 員会 の 委 員任 命
2.国 益 に 沿 う よ うな 一 般 的 指 令 を 与 え る*
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くこの監督 とい うのが統一的でな く,各国有化産業 ごとに異なっている。過
去の大臣の監督が,法 令で見 る限 りにおいて一面抽象的 ・形式的であるのに
対 し,他 面共通す る目標がな く個別的で産業 ごとに 差異が生 じて来た。 こ
のような 特徴が何故生 じたかを 考えてみ る必要ボある。 抽象的で形式的で
あったとい うことの 根拠は,第 二次大戦前の イギ リスにおいて 設立された
PublicCorPorationが経営の自主性を大幅に主張 し,大 臣の干渉を極力排
除 したという事実に求め られる。更にはそれに理論的裏付けを与えたH.モ
リソンの考え方が影響力をもっていた とい うこととに求めるべきである。
だが しか し第二次大戦後,国 有化産業の数が大幅に増加 し,そ の国有化の
動機な り,また国有化産業の経営内容な りが多種多様であ り,これに加える
に産業の技術的条件や社会的環境が驚 く程異なっているため,監 督責任をも
つ大臣の国有化産業に対す る監督は,一 様性を喪失 し,各産業ごとに個別化
し・ミラバラになって しまった。BOACの 如き航空会社や イギ リス鉄鋼公社
B・S・C・の如き社会的公共的負担を免れて,い わば 商業的採算を第一の課題
として経営 し得る国有化産業があるかと思えば,他 方においては多 くの社会
的責任を負い,そ して産業 としてはすでに斜陽化の方向を歩んでいる石炭公
社や イギ リろ鉄道の如きもの もある。そのようなことは各大臣の監督の方針
に も反映 して,鉄 道を監督す る運輸大臣の如きは,自 らを干渉主義者だと名
乗る位に,イ ギ リス鉄道公社に公然 と干渉を加え,動 力省もイギ リス石炭公
社 に対 して同様の細かい干渉を加えている。 これに反 しBOACの 如き航空
公社に対 しては,そ の監督官庁である商務省は,極 力干渉を避けて自由な思
い切 った経営を奨励 し放任主義を とっている。
国有化産業に 対す る大臣の監督において,上 述の パラパラであるとい う
欠点 と深 く結びついている他の短所は 「明晰さの欠如」 とい うことである。
*3 ,投 資計画に承認を与える
4.借入れに対する統制
5,報告書の作成
6.研究教育についての計画
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くの
このことについてこの報告書は次の如 く述べている。
『136節現行の大臣の監督に対する最後に して 最 も深刻な批判は,そ の
監督の目的,な らびに 経営の責任に関 して 明晰 さが 欠けていることであ
る。 このことは当委員会の判断では,経 営の責任 とい うものが分散 しあい
まいになって しまう危険に連なっていると思われる。すなわち経営努力が
重複 してしまい,ま た悪いことに,経 営の積極敢為性をお しつぶす結果を
生むのではないか と考え られる。 この種の経営努力の重複 さは,大 臣の監
くの
督の2つ の目的である公益の確保 と能率の向上に とって阻害的である。』
このr明 晰 さの欠如』についての不平は,鉄 道公社において最 も著 しい。
また ロソ ドン旅客運輸局においても明白である。大臣の要求することが抽象
的で具体性なく,かつ また矛盾 した責務をば しば しば平気で課 しているとい
うことが,こ の鉄道公社 とロン ドン旅客運輸局か ら大臣の監督に関連 して批
⑧
判 として発せ られている。イギ リス石炭庁も燃料大臣の燃料政策が一貫 して
いないことに 不満をもっているし,航 空公社にも 同様の不満が 見受け られ
る。特に このような明晰 さの欠如が深刻な欠点 として現われ るケースは投資
計画に対する事前審査の場合である。投資計画の事前審査にあた って,各 関
係各省は,一 体何をなすべ きかに就いて意見が一致 していない。例えば投資
計画を,各 関係監督官庁がどの程度見るべ きであるか,ど んな質問をその提
出者である国有化産業の委員会Boardに対 して向けるべきであるか,そ の
投資計画に関連する需要予測について,ま た投資評価についてどの省が どん
な関心を持つべきか,こ れ らに就いてはっきりした ものが定 まっていないの
くの
で あ る。 こ の よ うな 明 晰 さ の 欠 如 は 当 然 の こ と な が ら,責 任 の 不 明 確 さ とな
っ て 現 わ れ る。 次 の 節 は 明 瞭 に そ の こ とを 云 い あ らわ して い る。
r124節 ま た 大 蔵 省 と,各 監 督 官 庁 と の 間 で も混 乱 が 生 じて い る。 例 え
ば 投 資 政 策 で あ る 。 あ る一 つ の 国 有 化 産 業 の 投 資 計 画 は,そ の 監 督 官 庁,
(6)Op.cit.,Para.105-107.
(7)Of》.oit.,Para.136.
(8)O少.cit.,Para.117.
(9)op.cit.,Para.121.
イギリス国有化産業に対する政府の監督について 7
経済省,更 には大蔵省によって考察検討 され る。 しか しこれ らのどの官庁
が,い かなる点でいかほ どに貢献 しているかについては決 して明瞭とはな
っていない。』
以上述べたことは,監 督の任にある大臣の国有化産業に対する監督が,各
大臣 ごと,各 国有化産業 ごとにバラバラであること,そ してこの監督が明晰
さを欠いていること,そ してその結果 として,各 関係官庁間に責仕範囲とい
うものがはっきりと定め られていないことであった。
このようなことか ら,帰結 として生まれて来るのは,国 有化産業の能率測
定について共通 した尺度を探すのは不可能になったとい うことである。国有
化産業が能率的であるか 否かについては 一定の尺度が 必要である 筈である
が,し か しか くの如 く各大臣によって 監督の内容 も程度も マチマチであ っ
て,明 晰 さを欠いているとい うことになれば,各 国有化産業の個別的事情が
強 く作用 して,共 通 したものが喪われて しまうことにな り,こ のことは国有
化産業の能率測定を全 く不可能にする。特に この能率と密接に結びつ く各国
有化産業の価格政策については,各 監督官庁 ごとにバラバラであることは,
本報告書が,豊 富なデータに基づいて明瞭に しているところである。価格政
策が各国有化産業 ごとにバラバラであ り,あ る産業はインフレ協力 とい う政
策的要請か ら低価格を強い られるのに対 し,他 の産業ばこのような低価格を
強い られず(例 えばBOACの 如 き),相当自由な価格設定が 出来るとすれ
ば,当 然のことなが ら前者がた とえ経営のために奮斗努力を し,万全の策を
尽 した としても経営成績は上 らぬだろうし,後者はこの努力をさほど払わな
くても経営成績は良好であるかも知れない。価格政策について本報告書o述
べているところを更に調べて見 よう。価格政策についての建前 と本音がどう
違 うかについて次の節が興味深い。
r36S節価格のコン トロールは 大臣の監督の最重要な武器の一つである
が,し か し法の建前上はこの武器は全然使 うことが出来ないものなのであ
る。勿論 「所得政策」の一部 として価格を コン トロールす ることは可能で
ある。国有化産業に関する法規は,大 臣がなにをな し得 るかに就いて規定
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しているが,し か しこの法規は大臣が価格についてコン トロール出来 る権
能を何 ら与えていない。』
大臣の国有化産業の価格政策についての指示は,公 的な性質をもたずそ し
て個別的(adhoc)な性質を持 っていて,何 ら共通 した原理に基づ くもので
はなか った。 このことは 本報告書の附録に,各 個別国有化産業 ごとに,・い
かなる干渉が大臣に よって 加え られたかが 記録 して 残 されてある。 例えば
Evidenceの223-6頁には ロソ ドソ運輸局の運賃値上げ要求がどう扱われた
かが述べ られてあ り,また動力省と運輸省とで価格政策についていかに異 っ
た態度を示 しているかについて記述がある(EvidenceP・355,pp.421-2)。
大臣の価格に対する干渉は,法 規に基かず個別的になされたとい うことと
同時に,更 にインフレーシ ョソ政策に協力すると云 う国民経済的立場か ら常
に国有化産業の値上げ要求が値切 られ,全 面的容認は稀に しかなか った とい
うことが指摘されねばな らぬ。すなわち大臣は値上げを極力おさえる方針を
とったのである。 このことは50年代には著 しい特徴であ り,そ の結果国有
化産業は軒並み赤字 となって しまったのである。減価償却額 も現実の資本損
耗額 よりはるかに小 さく,国有化産業会計の真の姿を隠蔽 した。国民所得統
計に よれば,現 実の資本設備の損耗に対す る減価償却の割合は,公 社部門全
く　の
部 を とって見れば,1948年よ り1957年までの10ケ 年で57%に す ぎない。
この低価格据置 きの方針は,1960年代に 入 るとかな り是正 され るよ うに
な った。 それは1961年に 発表 され たr国 有化産業 の財務的 な らびに経済的
責務に関す る白書』TheFinancialanaEconomicObligationsoftheNation-
aligedIndustries,Cmd・1337・が,従 前 よ りもきび しい 価格 及び投資政策を
規定 してい るか らで ある。大 臣は国有化産業の委員会が要 求す る値上げを拒
否す ることや値切 る ことは少な くな った。 この よ うな値上げ を容易に認め る
とい う傾向は,や や もすれば 国有化産業を して 自己の独 占的地位に安住 さ
せ,亀経 営の改善 を何 ら考 えず,安 易 に値上げで経 営の非能率 を カバ ーす ると
(10吉武清彦rイ ギリス産業国有化政策論』(昭和43年,日本評論社).p.148.
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い うデメリッ トを持 ったが,し か し他面政治的圧力で もって価格を低位にお
しとどめようとす る大臣の干渉を減少させ1ヒとい うメリットを認めなければ
な らぬ。このように して低価格据置きの傾向は是正 された としても,前 者の
個別的に大臣が価格に干渉す るとい う傾向は,依 然 として是正 されずに残さ
れ,こ れの是正が今回の報告書の主要課題 となったといえる。
4.1960年代 の新 しい発 展
1960年代 に入 ると共に,イ ギ リス病 といわれ る 諸特徴が,よ り一層 はっ
き りと現 われ始めた。絶 えざ る国際収支の危機 ・慢性的 インフンの進行 ・低
い成長率が,60年 代の イギ リスを 特徴づけ るものであ った。 そ乳に伴ない
国有化産業の投資 を 優先 させ て来た50年 代 の政策は 転 換を余儀 な くさせ ら
れ た。 このよ うな転換 の諸相 をた どってみ よ う。
最初に現 われた転換は前述 した1961年の白書TheFinancial&Eoonomic
Obligations()ftheNationaliseaIndustvies(Cmnd.1337,1961)であ って,
この白書において一 番注 目すべ き点は,ヒ ス トリカル ・コス トのみ に よる減
価償却 の方法に対 して修正を加 えた ことであ り,そ のおかげで 自己金融比率
　エ　　
が高 ま ったのであ る。 しか し本報告書は,こ の1961年の白書が,や や もす
れば 国有化産業 を して容易にその独 占的地位に安住す ることを可能 な らしめ
た し,従 って安易 に値上げを許容せ しめた と して厳 しい批判 を与 えてい る。
次に現 われた のが1967年の白書ARevieω(ゾEconomicanaFinancial
Ob7'ectives(Cmnd.3437),Nov.1967であ る。 この白書の詳細 な内容は ここ
　　 　
では省略す るが,本 論文のテ ーマであ る 「政府 の国有化産業 に対す る監督」
⑪BOACやBEAで はこの白書に基づいて財政的目標を達成することのみを
考えて,コ ス ト低下に努力しなかったと同時に,も っと収益を挙げ得るにもかか
わらず,こ の目標を達成 したならば能事おわれ りとしてそれ以上の努力を払わな
かった.換言すれば独占的地位に安住することを可能にしたところにこの白書の
内容の不備がある.OP・cit.,Para,18(〉-181.
⑫ 吉武清彦 「イギ リス国有化産業資金調達の最近の傾向」 『公益事業研究』第24
巻第1号,77頁参照.
⑬ 上掲拙稿参照,78頁～81頁.
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とい う点で注 目すべ きことは,投 資政策 ・価格政策について国有化産業全 体
に共通す る 基準や手法が ここで 言及 され るに 到 った ことであ る。 すなわち
DiscountCashFlowやSocialCost-BenefitEvaluationの手法がいずれ
の国有化産業 に も用 い られ るべ きであ るとされ,ま た国有化産業 ごとにそれ
ぞれ異 な った 財務 目標financialtargetが設定 されたのであ る。 この よう
に国有化産業 に共通 した経済政策的基準 の導入 とい うことが,こ れ らの実施
や監督 を主要 任務 とす る 『国有化産業 省』の設立への動機 にな った といえ よ
う。
この1967年の白書は,以 上の如 く投資政策について 共通 の基準 を導入 し
た点で画期的 であ ったが,更 に価格政策につ いても条件 つ きではあるが,限
界価格政策を打 出 した点で も新基軸 を開いた ものであ った。 だが この白書に
み られ る限界価格政策の適用はか な り弾力的であ って,厳 密 な適用は不可能
であ るとみな し,価 格 は限界費用に 「かな り」reasonablyに近い よ うせ よ
とか,或 いは限界費用原則の適用 に よって経 営が赤字 にな るよ うであれば避
くべ きであ るとか述べて理論的厳密性 を追求 していない点が特徴的であ る。
1960年におけ る第三 の 発展が このMinisterialControlofTheNation-
alisedInaustvies,371-L1967-68であ る。 この白書が前 の白書 と価格政策 ・
投 資政 策に関 して著 しく相違す る点は,価 格政 策 こそは最重要 の戦略的意義
を有す るものであ って,前 回の1967年の 白書で述べてい るよ うな 財務 目標
の達成 とい う目標は従属的な意義 しか もたない と強 調 してい る点にあ る。 し
か も長 期限界費用 をもって価格政策 の根本方 針 と し,例 外 な くこの根本方針 『
を採 用すべ しと強 く主張 してい る。
この白書 の192節では,財 務 目標 の達成 は副次的な ものであ って,こ の財
務的 な ものはrそ れ 自身が 目的 でな く,望 ま しい結果 を うるための方法にす
ぎない。財務的 目標は,正 しい投資政策 と価格政策 とが反 映 してその結果 と
してあ らわれ るものであ る限 りに おいて,経 済的 に許容 しうるにす ぎない』
と説 明 している。 この白書が価格政策 として意味す るものは何 か とい うと,
それ は 長期限界費用 の ととであ って,こ の ことは276節 に 明示 してい る。
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「長期限界費用を以て 価格政策の基本方針とせ よ」 とい うのが この報告書の
強調点である。 この長期限界価格政策が実施出来ない場合があることは,こ
の報告書でも認めてはいるが,こ の場合は例外的なものとして,そ の修正は
徐々になさるべきであると主張 している(同276節)。
このように この報告書が,長 期限界費用政策に固執 して,例 外を認めたが
らないのには,背 後に資源配分の最適性の確i保とい う経済的な理由とな らん
で,大 臣の監督が従来の如 く個別的になるとい うことを防 ぐとい う行政的な
理由がひそんでいる。次の278節はその ことを示す。
r278節この限界価格政策 とD・c.F.(DiscountcashFlow)の使用は,
大臣によってさまざまの理由か ら修正されねばな らぬかも知れぬとい うこ
とは前述のごとくであ る。だが しか しこれ ら基本方針の修正や変更が増加
するに・うれて,国 有化産業の経済的また財務的責務が明晰さを欠 き,大 臣
と国有化産業の経営委員会 との間のは っきりした経済的ならびに商業上の
責任の区分が再び曖昧になることを,本 委員会は恐れている。 これは誠に
破滅的な結果をもた らしかねない。 このような ことをす ると,価格政策 ・
投資政策のもつ戦略的な コン トロール(strategicalcontrol)を徐々に破
壊させることになるし,ま た 大臣の私的な個別的な干渉(adhocinter-
vention)を次第に拡大す ることになるであろう。』
・すなわち従来の国有化産業の価格政策や投資政策について,大臣が余 りに
も個別的で無原則的な干渉を行ない,し かもそれが私的になされたために,
責任が曖昧になったのみでな く,国有化産業の能率測定そのものも不可能に
なった。 このことに対す る反省 として,こ の報告書は,先 づ根本的方針を確i
立 して,例 外は最少限に しか認めず,こ の限界価格政策をすべての国有化産
業に画一的に適用させることを主要な使命 と考えた訳である。
この報告書は,281節～283節において,こ の原理原則が守 られないとす
るな ら,それは皆公衆の前に明白にせ よと強調 している。
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5.『国有化産 業省』 の提案
1960年代に見 られた 新 しい発展は,要 す るに 監督の責任をもつ大臣は,
個別的特殊的な監督や干渉をやめて戦略的(strategic)かつ基本的な方針を
示 し,国有化産業の方ではこの方針にのつとって,自 由に 自分で選んだ方法
で自律的に経営 して行 くべ きであるとい うことであ った。 このことは特に価
格な らびに投資政策について明示せ られるに到 ったのである。
このような新 しい方針を採用するに伴 って従来の大臣の監督のあ り方 も変
更を余儀な くされ,監 督行政それ自体も見直 しが必要 となる。本報告書では
次の如 く述べている。
『880節この新 しい方針を採用す るとい うことは,大 蔵省 ・経済省 ・監
督官庁 ・国有化産業 ・価格及び所得委員会 といった ような関係諸官庁に割
り当て られている責任分担や権能の附与についての変更をもた らす ことに
なる。』
そこで本報告書はr国 有化産業省』AMinistryofNationalisedIndus-
triesを,この新 しい方針の採用に基づ く論理的帰結 として提唱するに到る。
大臣の国有化産業に対する監督の 目的は公益の確保 と能率の増進であるが,
この前者はあ くまで関係監督官庁の責任であ るのに対 し,後者は必ず しも監
督官庁の責任にする必要はないものであって,こ れを監督官庁か ら切離 して
他の官庁に委せても差支えないものである。能率の増進は,一 定の経済政策
的基本方針がすべての 国有化産業に 平等に適用され,そ れが 遵守されさえ
すればよいのである。 この適用遵守を監視する官庁がすなわち 『国有化産業
省』に他な らない。 この報告書はその点を次の如 く述べている。
『885節公益を守ることは,専 ら大臣の仕事であって,国 有化産業の仕
事ではない。大臣は この公益を守 ることについては十分な責任を取るべ き
であ り,またその結果生ず るところの財政的帰結についても責任をとるべ
きである。大臣は直接的 ・個別的 ・特殊的な コン トロールを公益確保のた
めに加えねばな らぬ。
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886節これに対して,国 有化産業の能率を確保する義務は,若干の経
済政策的方針の使用によって果され,そ してそれはすべての産業に平等に
適用 され うるものであ る。』ll
公益の確i保と能率の増進 とは アソチ ノ ミーであ るか ら,同 一一人が この両方
を同時に追求 しようとす ること自体に無理があ り,混 乱が生ず るのであ る。
だか らこれを分離 した方が よろ しい とい うのが本報告書の論理 であ り,こ の
立場か らr国 有化産業省』の提唱 とな ったのであ る。
『国有化産業省』 の設置を主張す るも う一一つの根拠は,集 中化 と専門化の
利益が この新 しい省の設定に よって得 ることが出来 るとい うにあ る。す なわ
ち監督官庁 のス タ ッフを もっと有 効に利用 出来,ま た専門的技術 を駆使 出来
る人材を一 ケ所に集め ることに依 って企業化 ・協業化 の利益を大いに増加す
ることが 出来 る。 この点につ いて本報告書は次の ごと く指摘 してい る。
『889節 行政機構再編 の 第二 の 目的は 第一 の 目的 とは 異な るもので あ
る。す でに見た如 く,従 来監督官庁内の国有化産業担 当のス タ ッフは,か
な りあち らこち らの 官庁間を 移動 していて,従 って 専門化がほ とん ど無
く,経 験や アイデアを相互に交換す るとい うことも無か った。機構再編成
のね らいは,関 係官庁 のス タッフを もっと有効に利用す ることにあ る。』
それに よって国有化産業 の能率測定に関連す るさまざまな測定 一 例 えば
socialcost-benefitanalyses・需要 予測 の技術 ・費用測定の諸方法 ・限界費
　 　
用の定量化等 も集中管理 され ることが 出来 ると本報告書は考えてい る。
それではr国 有化産業大 臣』MinisterofNationalisedIndustriesの責任
は何 であろ うか。 この報告書は次の12項 目をあげ てい る。
(i)国 有化産業経営委員会の委員の任命
この委員の任命解雇には,国 有化産業 の能率の良否が深 く関係す る、
(ii)国有化産業 に対 して価格政 策 と投資政策 とを実施 させ るi
共通 した一定 の価格政策 と投資政策 とを実施 させ ることが 国有化産業大
(④op.Ctt.,Para.890.
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臣の任務であるが,も し他の監督官庁か らの要請で社会的責務や他の公益
実現のために修正が必要であれば,そ れに応 じ変更を加える。
(iii)上述の(ii)の結果生ず る財務 目標に同意すること
(iv)投資計画を検討 し,投資プロジ ェク トに同意すること
この投資計画も(ii)と同様に 修正され得 る。 社会的責務実現のために
修正されたのな ら,これはこれによって利益を得た関係官庁は,そ の得 ら
れた利益を 「買 う」べ きである。換言すればその利益相当分を補償すべ き
である。
(v)資 本構成 と借入れに対する承認'
(vi)国有化産業間の調整 と協力を促進すること
(vii)能率に関連 して国有化産業 の組緯を監視す ること。 と同時 にcritical
pathanalyses・コソ ピュ 一ータ ー利 用 ・能 率 研究 等 の 新 しい 経営の方法 の
採用
(viii)能率増進のための各種施策を試 み ること
(ix)研究開発 プログラムの承認 ・教育訓練計画 の承認
(x)会 計報告 の形式に承認 を与 える
(xi)年次報告書 　　
(xii)議会への説明'
上述 したことか ら我 々は 『国有化産業省』を設立することの利益をほぼ理
解す ることが出来 るのであるが,本 報告書は改めて以下5点 にわた り詳細に
その利益を述べているので,重 複をいとわずそれを列挙する。
1.専 門化の利益t
これは前述 したごとくスタッフを より一一層有効に利用出来 るとい うことに
他な らない。
2.従 来よりヨリ密接な関係の樹立
国有化産業大臣は,す べての国有化産業に対 して,従 来 これ らの産業に対
⑮op.cit.,Para.893
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し監督の責務のあった沢山の大臣達が これ らの産業に対 して持 っていた とこ
ろの関係よりももっと密な関係を持つことが出来る。 これによって,国 有化
産業の経営委員会の メソバーに対する給料や任命の期間の如 き問題に対 して
共通の政策を樹立することが出来るとい う利点もあるし,また委員の任命に
ついても諸 国有化産業間で うまく調整で きるとい う長所がある。
3.集 中管理の利益
国有化産業すべてに共通な経営方法や コン トロール技術をこの 『国有化産
業省』で集中管理す ることが出来 るとい う利点は大 きい。専門家が集 ってこ
れ ら共通の方法や技術を発展させまた管理 させることについては,大 蔵省 も
オーブ リ・ジ ョーソズ氏の如き権威も賛成 している。
4.国 有化産業間の調i整
国有化産業大臣ば,諸 国有化産業間の調整を容易に行な うことが出来 る。
例えば英仏海峡 トンネルが出来ると,各産業に どんな影響が生ずるか とか,
鉄道電化は果 してどんな結果を生むかといった類の計算はこの省で容易に出
来ることになる。
5.大 蔵省 とのスムーズな関係
最後に,こ の新 しい大臣は大蔵省に対 してすべての国有化産業のスポーク
スマンとして働 き得 る。 この ことによって国有化産業全体の利益を測定出来
る立場に置かれるし,同時に国有化産業間のバ ランスのとれた発展を考える
く　の
ようになる。
このことの必然の結果,従 来の監督官庁の役割も大 きな変更を蒙 らざるを
得なくなる。
6.こ の提 案 に対 す る批 判
このr国 有化産業省』新設 に対す る批判 は各方面か ら挙が っているカ㍉ こ
こでは本報 告書の末尾に附加 されてい る大蔵省か らの反対意見 と,更 に政府
⑯op.cit.,Para.894-899,
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か ら公式的 に別冊子 として 発表 された自 書HMSO,MinisterialControlof
th・Nati・n
.・lisedlndu・t・ies・Th・G・vernm・nt'・R・plyt・th・FirstRe-
portFromtheSelectCommitteeonNationalisedIndustries,Session
1967-68.Cmnd.4027.May1969.,それ か らW.A,ロ ブ ソ ン 教 授 が な さ れ た
批 評 と を 加 え る こ と に し た い 。
く　つ
最初の大蔵省の反対は5点 に及ぶ。1)公 益確保の責任 と,能率維持の責
任 とを,こ の報告書が主張す る如 くに分離することは不可能である。2)監
督する大臣は,公 有産業 と私有産業 とを 問はず,そ の管轄する産業全体に
責任をもつ ものであるので,公 有部分だけを分離す るのは極めて不適当であ
る。3)新 しい 『国有化産業省』が出来 ると,従 来の監督官庁は片端になっ
て,全 体的で包轄的な見解を持つ ことは出来な くなるだろ う。4)こ の新設
の 『国有化産業省』は,否 応なしに国有化産業の経営内部にまで タッチせざ
るを得な くなるであろ う。5)『国有化産業省』の大臣は,多 様な機能を果 さ
ねばな らぬので,そ れ らを包括することは不可能になるであろ う。
第二の政府発表の白書は,『国有化産業省』設立に関 しては 上述の5つ の
批判を繰返 しているにす ぎないので,こ こでは省略す る。
W・A.Robson教授のこの報告書に対する批判の第1は,大 体官庁 自身が
国有化企業の能率を測定 し得ると考えること自体が間違 っているとす る点で
　　ラ
ある。 従来国有化産業の能率について 調査 した 機関は,Herbert委員会で
あれFleck委員会であれ すべて 官庁の外部団体であって,一 度も官庁内部
でかかる試みを行なったものはない。
く　の
ロ ブ ソ ン 教 授 の 批 判 の 第 二 は,財 務 目標 の 実 現 こ そ は や は り 最 重 要 な 指 標
と す べ き で あ っ て,本 報 告 書 の ご と く限 界 価 格 政 策 を 第 一 の 指 標 と 考 え る こ
と は,国 有 化 産 業 の 経 営 を 誤 ま らせ る も の で あ り,特 に 経 営 赤 字 が こ の 価 格
(1カOP.cit.,Para.922-930.
⑱ThePolitzcalQuαrterly,(Jan-March1969)w.A.Robson,Reportsand
Surveys,MinisteriαlControl(ゾtheNationaligedlndustries,Reportfrom
theSelectCommitteeonNationalizedIndustries1967-68.p.104.
〈190p.oit.,P.105.
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政策実施のために生 じたならば,そ れは経営委員会の首脳部に大 きな打撃 と
なるもので,決 して 好ましいものではない。 また 運輸省も従来whatthe
trafficwouldbearという政策をとって来て,必 ず しも限界費用にもとつい
て価格政策を実施 した 訳ではな く,従 って 限界価格政策 といっても決 して
実現出来るものではない。 またさらに国有化産業部門のみが限界価格政策を
採用 した としても,他 の私企業部門が同一の政策をとらぬ限 り,決 して資源
の最適配分は実現されないとす る,例 の・LipseyandLancaster両教授の
SecondBest理論をW.A.ロ ブソソ教授もまた援用 して,限 界価格政策の
無意味性を強調する。またr国 有化産業省』設立についてもロブソソ教授は
反対であって,そ の理由は,こ の報告書の のべている 「能率」が あま りに
狭すぎた理解 しか示 していないことである。狭い経済的な能率ではな くて,
もっと広い意味での能率を考えることが必要であって,そ れには従来の行政
の方がまだ適 していると考える。狭い意味での経済的能率を考えるだけであ
ると,シ ュソペーター流の創造的破壊や根本的な技術変革を行な うことなし
に,既 存の技術体系に固執 してそれだけの範囲で能率を考えることもあり得
く　の
る こ と に な る。
7.結 論
この報告書は,国 有化産業の経営をその監督する責にある大臣の個別的な
干渉か ら切離 し,能 率を最大限実現 しようとする 結果,極 端な形式主義に
陥って しまったと云わざるを得ない。 『国有化産業省』を新設 して,こ れに
能率を監視する仕事をや らせ ようとすること自体,ロ ブソソ教授が指摘 して
いる如 く無理なことである。 『国有化産業省』新設によって,産 業の国有化
された部分 のみがこの新設の省に より監督せ られ,私 的部門やそれと関連す
る産業部門が視野か ら外 されるとい うことは,産 業行政を全体的に片端にす
る 以 外 の 何 物 で も な い 。 これ が,本 報 告 書 の 提 案 に もか か わ らず,r国 有 化
⑫〔)op.cit.,p.110,
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産業省』が実現されなかった大きな理由であろ う。 また本報告書の主張す る
ように公益 と能率とを機械的に分離することは至難の業であろ う。資源の合
理的配分 とい う視点を重視 したのは この報告書のメリットだが,悪 しき機械
主義に陥って しまった。 これが国有化産業の内状を知る人 々が本報告書を支
持 しない最大の理由といってよい。
(1976.4.23)
